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約束のすべてが契約ではない。約束が契約になるのは、約束をした者に債務を負う意志があったかどうかで、法的によって保護すべきか判断される。また、裁判所がその約束を果たすよう命じる必要がある。しかし、売買の約束のような有償の約束の場合、約束を強制でき、契約と認められる場合がある。

有償契約→一方の出費や義務に対し、他方がみあった対価をあたえている契約
無償契約→一方の出費や義務に対し、他方がみあった対価をあたえていない契約

契約として認められない場合
1 契約内容が反社会的であるとき
2 契約内容の実現が不可能で確定していない
3 契約に十分に対応する真意を欠いている
4 契約した者が、契約について判断する能力がなかった

⓵において、契約の内容が殺人などの命の売買を目的とする反社会的行為だった場合
→この目的が不法な動機であると知っているとき、法律の世界では公序良俗違反となる。契約に合意があったとしても、内容が反社会的である限り、契約効力は認められない。

⓷において、民法の中で、契約の効力を認めない、錯誤、詐欺、脅迫など５つのタイプをおいて、効力を認めない「無効」と契約自体が無効になる「取り消し」をおいている。

※人命救助と契約
日本には、例外を除き、一般人による人命救助に必ずすべき法律上の義務はなく、人命救助の契約は成立しないという見解がある。しかし、交渉の余地がないとき、救助行為に対し適法行為として、費用の償還請求が認められている。
また、救助活動中に亡くなった場合の被救助者への損害賠償請求は疑問視されている。公的災害補償制度によって、このことが問題を顕在化させていない。
